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　日中のＧＤＰ規模の逆転が話題となる昨今だが、購買力平価（ＰＰＰ）ベースでみると、2001年には日中のＧＤＰ規模は既に逆転、2009年には2倍を超えている。図表-1に示したとおり、ＢＲＩＣｓ経済を合計すると米国のＧＤＰ規模も既に上回っている。
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　存在感を高めたＢＲＩＣｓ経済だが、一人あたりＧＤＰで計った経済水準は依然として低位にある。インドは日本の1966年レベル、中国は日本の1973年レベル、ブラジルとロシアは日本の1980年前後のレベルに留まり、今後に大きな成長余地を残している。
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　ＢＲＩＣｓ経済を、産業構造、需要構造、貿易構造の観点から比較すると、各国のマクロ経済構造の特徴が浮き彫りになり、過去約40年のマクロ経済構造の変遷をみると、今後の経済発展に向けたヒントが垣間みられるようだ。
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　今後のＢＲＩＣｓ経済を展望すると、ブラジルではルラ政権時代の巧みな経済運営を新任のルセフ政権が上手く引き継げるか、「中所得国の罠」にはまり易い環境下にある中国は模倣によるキャッチアップから自主イノベーションへ転換できるか、経済発展で遅れをとったインドは中国のように都市化をスピードアップできるか、エネルギー産業の再生に成功したロシアは資源大国から脱し、製造業・サービス業でも成長の柱を育てられるか等がポイントとなるだろう。

[image: image22.bmp]
[image: image23.jpg]




[image: image24.png]OFEHENEREL. ARIEOF HEROHEEI TR,
OHRETAIERCERENEEYAS 5L - Hik - BAORAETD.
CEBRREY FO— LT BES

e

KIS >/ BESTEAOEELNR Sh.
KL OLOOREDNYE

. HElEE FEEOERAREITD.




[image: image25.png]



[image: image26.bmp][image: image27.jpg]YUWR



小売業は自動車、薄型テレビの駆け込み需要の反動から、非常に弱い動き
　1月28日に経済産業省から公表された10年12月の商業販売統計速報によると、小売業販売額は前年比▲2.0％の12兆7440億円と、前月（同1.5％）から一転、減少した。季節調整済前月比でも▲4.1％の大幅減少となった。

物価変動の影響を除いた実質値（当研究所試算値）では前年比▲2.7％の減少となった。生鮮商品の大幅上昇などにより物価（電力・都市ガス・水道を除く財）が前年比プラスで推移していることから、3ヵ月続けて名目の伸びが実質を上回った。
　業種別では、自動車小売業は、9月で終了したエコカー補助金の反動減の影響から前年比▲24.1％と前月（同▲26.6％）に続いて大幅減少となった。機械器具小売業は、12月からのエコポイントの付与半減を受けて11月に薄型テレビなどで駆け込み需要が見られた反動から前年比▲9.4％と、前月（11月：同48.4％）から一転、大幅減少となった。寄与度別では、燃料小売業が0.5％、飲食料品小売業が0.5％小売業販売額を押し上げたものの、自動車小売業が▲2.6％、機械器具小売業が▲0.6％と大きく押し下げた。

大型小売店の販売額は3ヵ月ぶりに減少
　10年12月の大型小売店の販売額（百貨店とスーパーの合計）は、百貨店が前年比▲1.6％と前月（▲0.4％）に続いて減少したことに加え、スーパーでも同▲1.9％と4ヵ月ぶりに減少したことから既存店ベースで前年比▲1.8％と3ヵ月ぶりに減少した。
百貨店販売額（既存店）を商品別にみると、紳士服・洋品が前年比▲1.6％、（11月：同▲1.3％）、婦人・子供服・洋品が前年比▲1.4％（11月：同▲0.2％）となるなど、販売額の4割強を占める衣料品全体で減少幅が拡大（11月：前年比▲1.1％⇒12月：同▲1.4％）した。その他の商品では、家庭用電気機械器具が薄型テレビなどの駆け込み需要の反動から前年比▲9.9％（11月同38.9％）と大幅減少に転じた。家庭用品は前年比1.1％と前月（同4.0％）から増加幅が縮小した。




【就業者】
●就業者数は6228万人。前年同月に比べ５万人の増加。２か月ぶりの増加

●雇用者数は5468万人。前年同月に比べ13万人の増加

●主な産業別就業者を前年同月と比べると，「卸売業，小売業」，「運輸業，郵便業」などが増加，「製造業」などが減少
【就業率】

●就業率は56.4％。前年同月に比べ0.1ポイントの上昇

●15～64歳の就業率は70.1％。前年同月に比べ0.2ポイントの上昇
【完全失業者】

●完全失業者数は298万人。前年同月に比べ19万人の減少。７か月連続の減少

●求職理由別に前年同月と比べると，「勤め先都合」が23万人の減少。｢自己都合｣は３万人の増加
【完全失業率】

●完全失業率（季節調整値）は4.9％。前月に比べ0.2ポイント低下
【非労働力人口】

●完全失業率（季節調整値）は4.9％。前月に比べ0.2ポイント低下

●前年同月に比べ，労働力人口は13万人(0.2％)の減少，非労働力人口は13万人(0.3％)の増加

●15～64歳の労働力人口は21万人(0.4％)の減少，非労働力人口は12万人(0.6％)の減少
表１　就業状態別人口


就業者数
●就業者数は6228万人。前年同月に比べ５万人(0.1％)の増加。２か月ぶりの増加。

男性は９万人の減少，女性は15万人の増加


就業率
●就業率(15歳以上人口に占める就業者の割合)は56.4％。前年同月に比べ0.1ポイントの上昇

●15～64歳の就業率は70.1％。前年同月に比べ0.2ポイントの上昇。

　　男性は80.0％。0.2ポイントの上昇。

　　女性は60.0％。0.2ポイントの上昇

従業上の地位
●雇用者数は5468万人。前年同月に比べ13万人(0.2％)の増加。４か月連続の増加。

　男性は3129万人。11万人の減少。

　女性は2339万人。23万人の増加

●自営業主・家族従業者数は738万人。前年同月に比べ７万人の減少
従業者規模

●企業の従業者規模別非農林業雇用者数及び対前年同月増減
　　　 1～29人規模
1591万人と，30万人(1.9％)減少。11か月連続の減少
　　30～499人規模
1907万人と，71万人(3.9％)増加。11か月連続の増加
　　500人以上規模
1386万人と，26万人(1.8％)減少。６か月ぶりの減少

産業





企業経営情報レポート
ビジネスマンの多忙を解消するための
タイムマネジメント実践術


　　　　　　　タイムマネジメントの重要性と基本的な考え方

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　スケジュール管理の技術

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　仕事の進め方「五原則」

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　１日を有効に使うポイント

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　工業が主要な産業であった時代におけるタイムマネジメントとは、まじめに努力し、定型的な仕事を能率よくこなすことでした。

　しかし、私たちが今行っている仕事の内容は大きく変わっています。第一に仕事は同じことの繰り返しではなく、多様化し、複雑化しています。

　第二に、仕事が多くの人との連携で行われるようになり、不確実性が増大しています。

　第三に、一つの仕事のサイクルが長くなり、複数の仕事を同時並行的に進めなければならなくなっています。

　したがって、複雑なスケジューリングが必要とされるようになりました。そのためには時間管理のノウハウを身につけておくことが必要とされるようになってきたのです。


　時間管理は、ビジネスマン全員に必要なことですが、重要度は職業や地位によって大きく違います。

　自由業かサラリーマンか、管理職か一般社員かで、仕事の内容、自由裁量権が大きく異なるからです。

　サラリーマンの一般社員は、上司との関係、雑務、顧客からの電話など、自分でコントロールしづらい仕事に囲まれながら、自分本来の仕事をこなしています。

　また、昨今の厳しい経営環境下において、１人の社員にかかる業務負荷は極めて大きくなってきています。このような状況下で、サラリーマンの一般社員としては本来業務以外の仕事をすばやくこなして、自分本来の仕事をするための時間をいかに確保するかということが至上命題となっているのです。

　本レポートは、多忙で雑務に忙殺されていると感じるビジネスマンに特に役立てていただけるはずです。


　私たちは、タイムマネジメント（時間管理）という言葉をよく使いますが、その言葉をはっきり定義せずに使っていました。ここで、タイムマネジメントの要素を明確にしておきます。タイムマネジメントは、表に示すような３つの要素から成り立っています。


　第一の要素は、スケジューリング、つまり、持ち時間に仕事を割り振る手法です。これはさらに、次の２つに分けられます。第一に、事前のスケジューリングで、仕事の約束や面会のアポイントメントなどをどのように行うかです。第二に、実際の仕事の進め方です。予定を入れた後に発生した不測の事態に対処しつつ、当初の予定をどのようにこなしていくかが問題となります。

　第二の要素は、時間節約、つまり無駄な時間をなくすことです。これを広い意味で捉えれば、仕事の効率を高めることはすべてこの中に入ります。

　そして第三の要素は、使える時間を増やすことになります。

　本レポートでは、以上３つの要素を踏まえて解説していきます。




　先に触れたように、スケジューリングとは「持ち時間にさまざまな仕事を割り振っていくこと」です。短い時間の場合、これは比較的容易にできます。たとえば、試験の場合などです。私たちは、時計を見ながら、あと何問残っていて、あとどれだけ時間があるか、１問あたり何分使えるか、といったことを考えます。

　この例でわかるように、スケジューリングのためには、

	①自分の持ち時間
②自分のなすべき仕事


の両方を正確に把握する必要があります。

　試験のように、ごく短い時間であれば、スケジューリングは簡単ですが、仕事ではもっと長いスパン、数週間から場合によっては数ヶ月のスケジューリングに関しては、アナログ時計のような、残り時間を「見える化」してくれるよい道具がないというのが実態です。そのために私たちは、長いスパンのスケジューリングに失敗してしまいます。

　タイムマネジメントのノウハウの一つとしてよく言われるのが、「仕事の重要度と緊急度を明確にして優先順位をつけ、重要度の高いものを先に行え」ということです。

　これが、第一の原因です。重要性と緊急性で仕事を整理して、何から優先的に取り組むべきか、日頃から整理する癖をつけることが大切です。

	
	緊急性：大
	緊急性：小

	重要性：大
	優先的に時間を割り当てる

○

○

○

○
	いつやるか決めておく

○

○

○

○

	重要性：小
	すき間時間を割り当てる

○

○

○

○
	緊急性が高くなるまで保留

○

○

○

○



　第２章では、仕事のスケジュールの立て方について触れました。

　この章では、仕事を効率よくこなしていくための５つの原則について解説します。


　仕事を進める上で、非常に重要なのは、ひとまとまりの仕事を、中断せずに一気に仕上げることです。人の脳は、一度作業を中断すると中断前のペースに戻るのに時間を必要とします。特に、考える仕事の場合は特に大変です。最も最悪なのは、重要なアイディアなどを忘れてしまうことです。

　例えば、３日かかる仕事は、分断された３日よりも連続した３日のほうが効率よく、質の高い仕事ができるということです。これは、１日の中でもいえることです。電話やコピー、上司から頼まれる雑用などで仕事を中断されると、効率が下がってしまいます。

　このような雑務は、雑務だけをこなす時間を作り、まとめて行うと効率がよく処理できます。１日の効率的な時間の使い方については、第４章で触れることにします。


　第二原則は「仕事は発生したその場で片付ける」ということです。多くの事務的な仕事にこの原則が当てはまります。例えば、「出張報告書」「会議の議事録」といったたぐいのものです。このような事務的な仕事は、頻繁に発生し、あっという間に処理すべき仕事がたまってしまいます。更に最悪なのは、内容を忘れてしまったり、必要な資料が見あたらなくなってしまうことまで起こります。

　このような仕事は、あらかじめ基本書式を準備しておき、出張の移動時間を利用して作成したり、会議中に完成させるようにします。このような仕事は、その場で完結させることが大切です。



「重要な仕事を優先する」という原則を実行するのは、なかなか難しいものです。

　なぜなら、緊急性の高い雑務が頻繁に発生するからです。

　事前にうまくスケジューリングしていても、飛び込みの仕事は常に発生してしまいます。

　このような事態に対処するための原則は、完璧主義にならないことです。「ある段階」までを、とりあえず仕上げてしまうということです。時間があれば、さらに改善するようにすればいいのです。

経営データベース 

年度経営計画の策定
年度経営計画の策定にはどの階層が関わるべきでしょうか。

　年度経営計画の作成は、トップ層だけでなく幹部層、できれば全社員の関わりで作成すべきものです。
　そのためには、経営計画策定に全社員が理解を持ち、興味を抱かせる必要があります。そのひとつの手段として、経営計画に待遇改善や環境改善を盛り込むことがあり、それにより、社員自身がこれを達成するために自らが進んで策定することとなり、みんなの理解と合意の上で労働環境を変え、待遇を改善していくことが可能となります。これにより、会社に蔓延している「あきらめ風土」を払拭し、社員にとって魅力ある会社づくりに貢献させることが狙いです。
　ところで、全員の参加でつくるとはいえ、おのずから役割の分担はあります。その役割は各階層で異なります。トップ層は経営ビジョンと方針、幹部は戦略の具体化、管理者・一般層は実行計画の策定ということです。

　経営計画策定にあたって、社長の一番の役割は、社長補完者の協力を得ながら、自社の経営力を正しく把握するとともに、外部環境の動向を掴み、変化をチャンスと捉えて的確な戦略の方向づけをすることです。

　幹部層は、経営方針にそって戦略を練ることが求められます。また、担当部門の政策や予算もつくることになりますが、それには自分の協力者である部門の補完者を参加させて、むしろ補完者を中心に立案させ、これを指導しながら部門計画をまとめることが必要です。
経営データベース 

月次利益計画を立てるポイント
年度利益計画において、月次ごとの利益計画でチェックが重要だと考えられますが、どのような点について注意したらよいでしょうか。

　月次利益計画は、利益計画の進捗状況をチェックし、フォローすることのできる実行予算ですので、非常に重要な役割を担います。

　作成にあたっては、製品・商品売上に関する季節指数（販売時期の売上増減の傾向）を必ず盛り込むことがポイントです。特に主力製品・商品が季節ものである企業は、十分にこの点を配慮した計画を立てる必要があります。季節指数は過去３～５年程度の実績を振り返り、算出するべきです。

　実際の月次利益計画づくりの際には、販売部門などから上がってくる販売予測情報などが重要なデータとなります。季節指数を考慮しながら、月ごとに売上・利益・費用の配分を行っていきます。費用には、月ごとに発生する費用、賞与のようにある一定期間に限って発生するもの、減価償却費のように１年分を算定計上する費用があります。減価償却費のような費用は、月次に配分して計上し、賞与についても支給時期だけでなく、月次に積み立てるような形で予算化する方法も考えられます。また、月次利益計画は年度計画の中でも極めて現場に近い計画であり、進捗状況をコントロールするものです。

　そのため、計画値だけでなく計画の実施に合わせて、月次の実績値を記入し、その差異分析を行うべきだと考えられます。

　もし、計画通りに利益が獲得できていないのであれば、担当部署・担当者のアクションプランと照らし合わせ、現場レベルの行動内容を修正する必要が出てきます。なぜその月に目標利益を達成できなかったかを分析し、計画の数値に向けて各部門と担当者がやり方を修正することで、会社そのものの体質が改善されていくことにつながります。

月次利益計画の作成・利用のポイント
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ネットジャーナル


「Ｗｅｅｋｌｙ


エコノミスト・レター」


要 旨


ニッセイ基礎研究所


２０１１年１月２８日号








新興国経済：


～消費主導も、背景には政策のテコ入れ
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存在感を高めるBRICｓ経済


（名目ＧＤＰ、PPP評価ベース）





























ＧＤＰシェア


（ＰＰＰ評価ベース、2010年予測）





ネットジャーナル


「経済・


金融フラッシュ」


要 旨
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商業販売統計10年12月


～小売業は駆け込み需要の反動から、非常に弱い動き
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■小売販売額の推移








(資料）経済産業省「商業販売統計」





■ＢＯＥ政策金利と10年国債利回り
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経営TOPICS
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「統計調査資料」


抜 粋


総務省統計局


２０１１年１月２８日公表








労働力調査（基本集計）


平成22年12月分（速報）




















結 果 の 概 要











就業状態別人口　








Ⅰ








就業者の動向　








Ⅱ








図３－１就業者の推移（男女計）
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表２　男女別就業者
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図４　就業率の対前年同月ポイント差の推移





表３　従業上の地位別就業者
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表４　主な産業別就業者・雇用者





注）労働者派遣事業所の派遣社員については，派遣元事業所の産業について分類しており，派遣先の産業にかかわらず派遣元産業である「サービス業　 （他に分類されないもの）」の中の「職業紹介・労働者派遣業」に分類している。なお，派遣先の産業については調査していない。





図５　主な産業別就業者の対前年同月増減の推移





－　医療，福祉　－








－　製造業　－





－　卸売・小売業　－





－　サービス業（他に分類されないもの）－








－　建設業　－





－　宿泊業，飲食サービス業　－
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タイムマネジメントの重要性と基本的な考え方





1








タイムマネジメントの重要性が増している理由　

















時間管理は誰にとって重要か　

















タイムマネジメントの３要素　

















タイムマネジメント


（時間管理）





スケジューリング


（持ち時間に仕事を割り振る）





事前の予定を


どのように立てるか





時間節約


（無駄な時間をなくす）





連絡に関連する時間





書類探しに要する時間





他人の時間を分けてもらう





他人に時間を盗まれない





すきま時間の有効活用





時間増大


（使える時間を増やす）





スケジュール管理の技術
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スケジューリングの２条件　

















重要度と緊急度で仕事に優先順位をつける　

















仕事の進め方「五原則」
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原則１：中断しない「かたまり時間」を確保する　


























原則２：仕事は発生したその場で片付ける　








原則３：「稚拙・８割の原則」で効率を上げる　
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